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中国 5,461 5,591 5,903 5,980 6,007

韓国・朝鮮 3,989 3,920 3,773 3,674 3,654

ベトナム 382 796 1,097 1,652 2,395

ネパール 156 278 631 1,060 1,390

フィリピン 969 1,024 1,102 1,156 1,235

アメリカ 536 669 677 674 717

インドネシア 269 365 446 543 659

その他 2,452 2,604 2,645 2,969 3,257
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資料 ３ 

多文化共生社会推進計画 改訂の視点 

１．在住外国人の現況の変化（Ｈ24.12.31→Ｈ28.12.31） 

（１）在住外国人の状況 

①全体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②国籍別                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2012 2013 2014 2015 2016

永住者 4,414 4,653 4,836 4,888 4,955

留学 2,496 2,899 3,403 4,165 4,637

技能実習 749 1,237 1,729 2,138 2,839

特別永住者 2,112 2,092 2,033 1,961 1,918

家族滞在 1,020 940 936 1,118 1,288
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 ③在留資格別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平成２４年から平成２８年までの変化状況 

  ① 在住外国人総数は毎年増加しており，平成２７年からは過去最高を更新している。 

  ② 国籍別では，最も多い中国は微増，韓国・朝鮮は減少傾向にあるなか，ベトナム・ネパー

ル・インドネシアといった東南・南アジア諸国の増加が顕著である。 

  ③ 在留資格別では永住者や特別永住者といった長期間にわたって日本で生活する在留外国

人数はほぼ横ばいなのに対し，技能実習や留学の資格をもつ在住外国人数の増加が顕著であ

る。 

 

 

２．評価指標の状況（Ｈ25→Ｈ30） 

① 評価指標１「多文化共生啓発事業を実施している市町村数」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

２市町村 ４市町村 ６市町村 ７市町村 － ３５市町村 

 

② 評価指標２「多文化共生に関する説明会等に参加した県民の数」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

０人 ０人 ２０３人 ６４１人 － ７５０人 

 

③ 評価指標３「多言語による生活情報の提供実施市町村数」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

９市町村 １２市町村 １４市町村 １８市町村 － １６市町村 



 

④ 評価指標４「日本語講座開設数」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

２８講座 ２７講座 ２８講座 ２７講座 － ３２講座 

 

⑤ 評価指標５「外国人相談対応体制を整備している市町村数」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

５市町村 ６市町村 ６市町村 ６市町村 － ９市町村 

 

⑥ 評価指標６「技能実習生を除く外国人雇用者数（厚生労働省調べ）」 

H25 計画値 H26 実績値 H27 実績値 H28 実績値 H29 実績値 H30 目標値 

3,212 人 3,945 人 4,042 人 4,763 人 － 3,900 人 

※ 上記の実績値は，計画値に合わせ，Ｈ２６はＨ２５の実績，Ｈ２７はＨ２６の 

実績，Ｈ２８はＨ２７の実績を用いることとしている。 

 

 

３．改訂の視点 

  現行計画の理念や基本方針を継承し，現状と課題や必要な施策について改めて整理したものと

する。今回は現行計画策定時からの在住外国人県民をめぐる環境変化に焦点をあて，施策の方向

性を検討する。 

 

 （１） 環境変化 

① 総数の増加（Ｈ２７より過去最高を更新中） 

    →総数としては，今後も増加を続けていくことが予想される（現行計画にも記載あり） 

② ベトナム・ネパール等の東南・南アジア諸国の方々の増加 

→東南・南アジア諸国の方々についても，今後も増加が見込まれる 

③ 技能実習生・留学生で在留する方々の増加 

→技能実習生・留学生についても，増加を続けていくことが見込まれる 

    

（２） （１）に伴うサポートの複雑化・多様化 

    →言葉の壁（生活情報の多言語化・日本語講座の重要性） 

    →生活の壁（生活サポート（相談対応）の複雑化） 

 

 （３） 労働者増加についての整理 

    →技能実習生や留学生など資格外活動の労働者が増加 

→永住者や特別永住者など日本で長期間生活する方々へのサポートとの整理 

 

 （４） 今後の環境変化（国籍・在留資格の増減など）の予測の難しさ 

    →著しい変化に対応した計画の見直しの必要性 

 

 


